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　康経営の観点からも、健康をサポ
ートするオフィスの提案が増えている。

　長時間にわたって座り続けると、死亡リ
スクが高まるという研究結果が発表され
たこともあって、オフィス内で歩いたり立っ
たりすることの重要性が認識され始めてき
た。取り組む仕事に応じて空間を選べる
ようにすることは、オフィス内で歩くことを促
すことでもある。多様な空間を用意するこ
とは、健康面にも意義があるという。
　同じ姿勢で座り続けることを防ぐという
観点から、高さを自由に変えられるデス
クやテーブルも販売されている。
　「座った姿勢は、立った姿勢より腰へ
の負担が1.4倍大きいといわれます。立
って仕事をすれば、腰への負担を和ら
げられます。脚のむくみや眠気を抑える
効果も見込めます」と「Swift（スイフト）」
（写真11）を販売する岡村製作所の武
田氏は、その効果を説明する。「年配の
方は、腰痛や肩こりを防ぐ目的から、立
った姿勢で仕事をされているようです」。

　岡村製作所は体への負担を軽減する
という考え方から、新しいタイプのスツー
ルも販売する。ちょっと腰掛ける感覚で
使う「pirouetto（ピルエット）」（写真
13）だ。座面を前に傾かせることで、腰
への負担は座った姿勢より、脚への負担
は立った姿勢より抑える。「足腰のどこに
も負荷をかけずに背中がＳ字カーブを描
くような良い姿勢を取れます」（武田氏）。
　イトーキは「仕事の効率を高めながら
健康面にも良い効果を与えられる行動」
を独自に「Workcise（ワークサイズ）」
と名付け、それを促すような製品やサー
ビスを展開している。その一例が、「PiO 
frame（ピオフレーム）」（写真12）だ。
オフィス内に設置し、公園のようにリラック
スできる空間を手軽に生み出す。
　時代はどんなに変わっても、オフィスの
主役はあくまで人。「健康」という切り口
は、人のパフォーマンスを上げることが重
要という、オフィスづくりの基本原則に基
づいているといえるだろう。

オフィスが健康経営をサポート
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11. 岡村製作所の「Swift（スイフト）」。
天板右下のボタンを押すだけで、高さを65㎝から
125㎝まで無段階で変えられる。
その動きや音にストレスを感じることはない。
会議用のテーブルや役員用デスクなどバリエーションは幅広い。 
こうしたデスクは他社も販売している
写真提供：岡村製作所

12. イトーキの「PiO frame（ピオフレーム）」。
人工芝の床と金属製のフレームを組み合わせたもの。
上部のリングは大人４人までが同時に
ぶら下がることができる「ぶらさがりリング」。 
上半身のストレッチが行える
写真提供：イトーキ

13. 岡村製作所の「pirouetto（ピルエット）」は、
同じような姿勢を取る従来型のスツールに比べ
体への負担が少なく、 短時間のパソコン作業や
ミーティングに適しているという。
立ち仕事のサポートチェアとしても利用できる
写真提供：岡村製作所
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market scope
マーケットスコープ

001年9月、2つの Jリート
（不動産投資信託）が東京
証券取引所に上場してから

17年目に入った。小口で不動産を売買
できる仕組みは市場に浸透し、2008
年のリーマン・ショックなどの影響を乗
り越え、上場銘柄数56、時価総額約
11兆円（2016年10月末時点、ARES
調べ）と、世界第2位の市場に成長した。
　Jリートの社会的な意義は、個人を
含めた幅広い投資家層からの資金調
達で不動産の量的・質的な向上を支
える機能を果たしたことなどだが、今や
国内の法人として不動産の最大の買い
手になっている。
　政府は、東京五輪・パラリンピック
を開催する2020年ごろにリートなどの
資産規模を約30兆円に倍増させる成
長戦略を掲げる。国土交通省の「不
動産投資市場政策懇談会」がまとめ
た提言では、成長分野における不動産
投資市場の拡大と国際競争力の強化
など、4項目の取り組みを挙げた。
　最近の Jリート市場の大きな特徴は、
かつての金融危機の回復過程で多く
見られた信用力や資金調達力の向上
を目的とした合併とは異なり、規模拡
大と成長目的の合併が増えていること

だ。2016年9月に野村不動産マスター
ファンド投資法人とトップリート投資
法人が合併し、運用不動産第2位の
Jリートが誕生したが、今後、グローバ
ル市場への訴求などを視野に総合型
リートの大型化が加速していくものと
みられる。
　2016年10月末時点で Jリートが保
有する不動産は3436件、15.2兆円と
なっている。最近では Jリートの投資
対象資産もオフィスビルや商業施設、
住宅といった伝統的なサブセクターか
らホテルや物流施設、病院など徐々
に多様化してきている。Jリートの時価
総額は名目GDP比で2.2％と、米国の
6.3％や豪州の7.0％などに比べて低水
準だ。国際比較の観点からも成長の
余地は十分にあると考えられる。
　米国のリート市場は、伝統的なサブ
セクターに代わってヘルスケア、ホテル、
リゾート、森林など、非伝統的なサブ
セクターに投資対象を拡大することで
成長を続けている。
　Jリートがさらなる発展を続けるため
には、投資対象の多様化を図るだけで
なく、課題はあるが内部運用＊を解禁
するなど、制度的な枠組みを整えること
が必要だろう。

2

17年目を迎えたJリート市場
投資対象拡大などが成長の課題に

文・目黒 孝一（不動産ジャーナリスト）

初のJリートが東証に上場してから16年。
今や米国に次ぐ有力市場に育った。

政府はリートなどの資産規模を約30兆円に倍増させる成長目標を掲げる。

＊Jリートの経営形態の一種。メリットとしては、 資産運用を内部で行うため投資家の利益と相反する行為が起こりにくいほか、
コストが低くなる傾向がある。デメリットとしては、スポンサーの子会社である外部の運用会社が存在しないため、スポンサー
の協力が得にくい。このほか、自ら資産運用するため導管体としての性格が崩れ、税制上のメリットを受けられない恐れがある
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写真・的野 弘路

東京メトロ虎ノ門駅を利用する人でにぎわうビ

ル街で、大規模な再開発事業が始まった。

虎ノ門交差点に面した一角に、東京五輪・パラリン

ピックが開催される2020年をめどに、新たなランド

マークとなる地上24階建ての複合ビルが完成する。

　この再開発では、プラットホームや駅前広場を

整備するなど、東京メトロの駅機能が拡充される。

霞ケ関駅と神谷町駅の間で2020年の供用開始を

目指している虎ノ門新駅（仮称）とは、地下を巡る

歩行者ネットワークで結ばれる予定だ。

　中央官庁街に近い虎ノ門は、オフィス街として発

展してきたが、駅施設が狭く、地下の混雑は限界

に達していた。周辺でも多くの再開発事業が計画

されており、虎ノ門駅や新駅の整備が進むことで、

国際的なビジネス交流拠点としてさらなる発展を遂

げることが期待されている。

虎ノ門
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